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１ 調査の概要 

 

１．１  背景と目的 

 

医療の安全に関する国民的な要請が高まっていることを受けて、平成 16 年 2 月 13 日の中央社会

保険医療協議会（以下「中医協」）の答申において、医療安全の確保に係る取り組みを適切に評価

し、診療報酬体系における評価の在り方について検討する必要性が指摘された。平成 17 年 5 月に

公表された「今後の医療安全対策について」（医療安全対策検討 WG）では、医療の質と安全の向

上を図るため、①医療の質と安全に関する管理体制の充実、②医薬品の安全確保、③医療機器の安

全確保、④医療における情報技術（IT）の活用、⑤医療従事者の資質向上、⑥行政処分を受けた医

療従事者に対する再教育――といった諸項目への取り組みの強化を求めている。 

さらに平成 19 年 4 月 1 日に施行された医療法改正では、①診療所又は助産所の管理者について

も安全管理体制の整備を義務付けると共に、②院内感染制御体制の整備、③医薬品、医療機器の安

全使用、管理体制の整備――を新たに義務付ける方向性が示されている。 
これらの状況をふまえ、医療機関等を対象として、医療安全に関する取り組みの普及状況とその

所要コストの実態を把握し、診療報酬体系における評価のあり方について検討するための基礎資料

を作成することを目的として、本調査を実施する。 
 
 

１．２  調査の実施体制 

 

  本調査では、下記の委員による検討委員会を組織し、調査項目の検討や調査対象の選定を行い、

調査を実施した。 
 

＜「平成 18 年度医療安全に関するコスト調査」検討委員会メンバー＞ 

主 査：今中 雄一   京都大学大学院医学研究科／教授 
委 員：（五十音順） 

井上 章治   日本薬剤師会／常務理事 
猪口 雄二   全日本病院協会／常任理事 
木下 勝之   日本医師会／常任理事 
高津 茂樹   日本歯科医療管理学会／会長 
土屋 文人   日本病院薬剤師会／常務理事 
松田 晋哉   産業医科大学医学部／教授 
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１．３  調査の方法と内容 

 

１．３．１  調査の全体デザイン 

 本調査では、医療安全に関する取り組みに要するコスト、その取り組みの普及度合いなどを把握

する大規模なアンケート調査と、病院を対象にした賠償責任保険料調査を実施した。加えて、アン

ケート調査を補足する調査として、ヒアリング調査を行った。 
 

１．３．２  アンケート調査の方法と内容 

（１）調査の対象 

アンケート調査は、病院（本調査の検討委員会主査である今中雄一・京都大学大学院教授を主任

研究者とする平成 18 年度厚生労働科学研究補助金政策科学推進研究事業『医療における安全・質

確保のための必要資源の研究』と調査対象の重複を避けるため、単独型・管理型の臨床研修病院を

除く）、一般診療所（有床）、一般診療所（無床）、歯科診療所及び保険薬局を対象とした。 
  調査対象施設の種類、客体数、抽出条件は表 1-1 の通りである。 

表 1-1  アンケート調査対象施設の種類・客体数・抽出条件 

施設の種類 客体数 客体の抽出条件 

病院 
 

 

2,000 件 以下の条件で層化。各層 500 件を無作為抽出。 
①一般病院：療養病床あり（療養病床 60％以上） 
②一般病院：療養病床あり（療養病床 60％未満） 
③一般病院：療養病床なし 
④精神科病院 
※臨床研修病院（単独型、管理型）、開設者が医育機関であるもの、

原爆病院、自衛隊などの病院を母体リストから除外。 

一般診療所（有床） 2,000 件 主たる診療科目で層化。各層 500 件を無作為抽出。 
①内科系 
②外科系：整形外科 
③外科系：産婦人科・産科 
④外科系：その他外科系診療科 
※「内科系」などの定義は２．２．１を参照。 
※医務室、健康管理センター、血液センターなどを除外。 

一般診療所（無床） 2,000 件 主たる診療科目で層化。各層 500 件を無作為抽出。 
①内科系：小児科 
②内科系：精神科・心療内科 
③内科系：その他内科系診療科 
④外科系 
※「外科系」などの定義は２．３．１を参照。 
※医務室、健康管理センター、血液センターなどを除外。 

歯科診療所 2,000 件 診療科目で層化。各層 1,000 件を無作為抽出。 
①歯科口腔外科を標榜している 
②その他 

保険薬局 2,000 件 層化はしていない。2,000 件を無作為抽出。 
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